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はじめに

本稿では､江戸時代の奉公人制度に関して幕

府の法令､その仕組み､実態などについて解明

し､奉公人の形態としての武士奉公人､村方奉

公人､町方奉公人､日用取､勤奉公人について

研究する｡特に､江戸時代の奉公人についてそ

の法制度と実態に重点を置いて考察し､さらに

奉公人制度と日本的雇用慣行との関連について

研究する｡

従来､日本的経営に関する歴史的研究では､

明治以降からの議論がほとんどである｡明治維

新による日本の近代化以降に､株式会社形態の

企業が出現して､日本的経営が形成されたとす

る議論である｡ 江戸時代の社会は､明治以降の

社会と断絶された､封建社会であったとする考

え方である｡確かに､江戸時代は､封建的な社

会として特異であったかもしれないが､歴史は

連続的なものである｡著者は､日本の経営を歴

史的に考察する場合､江戸時代まで遡って考察

すことが重要でないかと考えている｡

江戸時代の雇用慣行で､最も重要な視点は､

奉公人制度であろう｡商家､職人､醸造業や鉱

業などの従業員の雇用形態の中心は､奉公人で

あった｡さらに､武士や村方での雇用において

も､奉公人による雇用がかなり見られた｡その

意味で､江戸時代の雇用形態の典型的形態とし

て､奉公人制度の解明が不可欠である｡

著者は､日本的経営といわれる日本的雇用慣

行の源泉は､江戸時代にあったのではないかと

考えている｡ すなわち､奉公人制度が日本的雇

用慣行の歴史的原型としてあったのではないか

という仮説である｡ 本稿では､このような著者

の問題意識に関して試論-を述べる｡

1.奉公 ･奉公人

奉公という言葉は､元来､公に奉ずる (仕え

る)ことを意味し､古代では天皇または朝廷に

つくすことであった｡律令制下においては国家

への忠勤奉仕､宮人の職務への精励､天皇や朝

廷に仕え働くことなどを意味し､武家の従者が

奉公人とよばれるようになった｡中世武家社会

においては､御恩 ･奉公という形で併記され､

主君への臣従を表す封建的主従関係を表す語と

して用いられた｡天正14(1586)年､朝鮮侵略

に備え武家奉公人を確保するために出された秀

吉の朱印状には､奉公人として ｢侍 ･中間･小

者 ･あらし子｣の名が挙がっている(1)｡兵農分

離を推進した秀吉は奉公人に関する法令を頻繁

に出したが,そこでの奉公人も武家奉公人を指

していた｡

江戸時代においても､雇用 (雇傭)のことを

奉公､雇用者を奉公人と呼んだ｡江戸時代にお

いても当初は､奉公人は武家の従者を意味した

が､17世紀後半から18世紀初頭にかけて､判例

や触のなかで武家以外の使用人にも奉公人とい

う用語が使用されるようになり､広く雇用関係

一般を指す語として定着していった｡奉公とは

継続的に主人を定めて勤労をなすことである｡

江戸時代において奉公という語が武家層に限定

されず､雇用関係一般をさすようになっても､

そこには主従という身分関係に基づいて労働を

提供し､主人の恩恵にあずかるという意味が含
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まれ､また幕府法もこの側面を常に強調し続け

た(2)｡したがって､近世の雇用契約においては､

労働法上の契約関係に加えて封建的な奉公の観

念が取り入れられている｡

奉公人の沿革由来は複雑であるが､農村奉公

人 ･武家奉公人 ･町家奉公人などの種類によっ

て性質の相違があった｡江戸時代前期の主流は､

前代の奴姫､下人の系統を引くものであった｡

したがって､このような身分の奉公人は人身売

買の対象となった｡江戸幕府は法では営利的な

人の売買を禁止したが､それは主として営利的

な人の取引に関したもので､実際においては父

兄が子弟を売ることは珍らしくなく､また人の

年季貫は非合法でなかった｡しかし､江戸中期

頃から売買の語はほとんど用いず､奉公の名で

前渡給金を支払って奉公人を買取り､事実上の

売買の目的を果していたから､世間では相変ら

ずこれを身売りと称した｡また､養子の名の下

で実質的に人買を行っていた｡このような､封

建的奉公に対し､江戸中期頃から都市を中心と

して自由契約的な奉公制が次第に発達した｡た

だ奉公に関する立法では､依然奉公人の隷属的

地位を重視して公の奉公関係に準じた取扱を行

い､主人の地位を保護することに関心を示して

いた (3)｡

以上のように､江戸時代の初期には､前代か

らの奴姥 (ぬひ)･下人の系譜を引くもののほ

か､刑罰や年貢未進､永代売買､勾引 (こうい

ん)､人質の流質などによる譜代奉公人も存在

した｡その後､奉公形態は身分的な隷属関係か

ら雇用関係へと推移した｡

18世紀後半頃になると､農業人口の減少と農

地の荒廃､離村農民の流入による都市人口の増

大が問題となり､御科 ･私領を対象とした奉公

稼制限令や､江戸における旧里帰農奨励令など

も度々出されたが､その実効性は乏しかった｡

とりわけ江戸の場合､流入人口は増大したもの

の､その多くは小商人･小職人や日雇を志向し､

束縛の多い奉公を忌避したこともあって､奉公

人の払底と給金の高騰を招来した(4)｡
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2.奉公の種類

江戸時代の代表的奉公の種類として4つが存

在した｡

第1は､譜代奉公といわれた奉公形態で､一

生間あるいは子子孫々に至るまでの奉公で､事

実上の永代の身売であった｡第2は､本金返年

季奉公といわれた奉公形態で､年季元によるも

ので､身代金を支払って請戻すものである｡第

3は､質物奉公といわれた奉公形態で､借金の

担保に人質として奉公人を金主に渡すもので､

その借金を身代金として支払えば請房ができ

た｡質流となれば譜代奉公になるわけであるが､

後には一定年限がたてば身代金を返さなくとも

暇がとれる揚合が多くなった｡第4は､年季奉

公といわれた奉公形態で､年季を定めた普通の

奉公で､一年､半年の期間を定めたものが多く､

これを出替奉公あるいは-季居奉公と称し､幕

府法では出替期が一定していた｡しかし､番頭､

手代､丁稚等の奉公は､10年20年に及び､徒弟

奉公も10年内外に及ぶのが普通だった(5)0

3.奉公人契約

奉公契約は普通､目見､給金の一部ないし全
うけじょう

部の授受､奉公人請状の作成の手続を経て成
うけにん

立する｡しかし､奉公人請状はもともと請人す

なわち保証人が奉公人の奉公を保証する証文

で､奉公人の身元の確かなこと､当人が切支丹

でないこと､公儀法度に背かせないことを保証

し､欠落 ･取逃 ･引負した場合などの責任を明

らかにするもので､奉公人も名を連ねるけれど

も差出人は請人である｡奉公人は､主人の家に

入籍 (人別)する｡購民は､したがって奉公人

になれない｡また､犯罪人は奉公人になれない｡

奉公人になるのが妻であれば夫の同意を得てい

ること､他村民であればその町村役人奉公人免

許状を持ってくることが必要とされた｡

江戸時代の奉公人契約には､まず主人と奉公

人となる人とが目見え (まみえ:雇主による一

定期間の試用)をして､主人は契約の最初に手



付金を奉公人に交付するのか慣例であった｡一

般に奉公人契約は､雇主に選択の機会を与える

給金の全額あるいは一部(取替 ･前銀)の授受､

奉公人請状 (うけじょう)の作成という手続を

経て成立する｡ このように､年季奉公では､給

金を前借することが多い｡目見えは即座に採用

決定となることもあったが､試用期間の意味も

あったため､数日から数ヶ月にわたる場合もみ

られた｡請状とは､請人 (うけにん :身元保証

人)が差出人となり､雇主に対して奉公人の奉

公を保証する証文である｡奉公の期間 ･給銀等

の条件は奉公人請状に記載される｡ 請状は､期

間や給金等に関する部分と､欠落 ･取逃 ･引負

時の責任 ･宗旨 (切支丹でないこと)･公儀法

度の遵守等を誓約する部分から構成されてい

た｡奉公人の側からは､保証人が奉公人の身元

及び勤労について全責任をもって保障する旨を

契約した奉公人請状を作製して､主人に交付す

ることを要した｡そして､その上で町村役人の

認可を必要とした｡

請状には請人と奉公人本人が加判して雇主に

提出したが､江戸時代前半期においては､請人

に対して奉公人の身元を保証する下請人 (した

うけにん)･人主 (ひとぬし:通常は奉公人の

親や兄)もこれに加判するのが常であった｡請

人が第1次の身元保証人で､人主が第2次の身

元保証人であった｡しかしながら､奉公契約が

社会の変化にともなって労務提供契約的な性格

を帯びるにつれて､下請人の制度は消滅あるい

は形式化することになった｡

江戸では古くから判賃を取って請人となり､
けいあん

奉公先を周旋することを営業とする人宿(桂庵･
くにゅうきもいり
口入 ･肝煎)があった｡武家屋敷人などの場

合に､このような人宿があり､人宿が請人となっ

た｡幕府は､宝永7(1710)年に人宿の組合を

作らせ､それ以外の者が請人になることを原則

上禁じた｡組合は3年後いったん廃止されるが､

労働力需要の増加に対応して､享保15(1730)

年に再結成された｡

こうして奉公契約が成立すると､奉公人は主

人の人別 (戸籍)に加えられた｡江戸後期にな

るととりわけ短期奉公人に人別外の者も多くみ

られるようになった｡

奉公人は主人に対して忠誠を尽くすべきもの

とされた｡主人と奉公人の関係において法は主

人に厚い保護を与え､奉公人の主人に対する加

害は刑を加重されたし､主人は奉公人に対する

私的制裁権を認められた｡

例えば､公事方御走書が規定する最も重い死
のこぎりひき

刑 ｢鋸 挽｣は主殺にのみ科された｡すなわち､

公事方御走書では主人殺しの罪は親殺しよりも

重く ｢二日晒一日引廻鋸挽之上磯｣とされた｡

主人の妻と密通した奉公人は ｢引廻之上獄門｣

とされた｡すなわち､｢主人之妻と密通いたし

候もの､男ハ引廻之上獄門｣と規定した｡この

規定とは対照的に､主人が有夫の下女を懐妊さ

せても主人の罪は問われていない｡

また､公儀に関する重大犯罪以外は奉公人が

主人を訴人することを禁じ､処罰を加えた｡さ

らに契約の解除権は主人にのみ与えられ､奉公

人が給金の滞りについて主人を訴えても奉行所

はこれを取り上げなかった｡他方､奉公人が不

奉公の場合は､すみやかに給金の返済を命じら

れ､これが実行されない場合には､請人の身代

限を命じた｡また､奉公人が逃亡すると､請人

は主人に対して奉公人の前借の給金を代償する

ことを要した｡すなわち､奉公人が主人からの

債務を負っている場合は､請人の資力の限りの

弁済をする必要があった｡以上から､奉公人契

約は､単なる雇用契約のみではなく､一種の身

分契約であったとも言える(6)｡

明治政府は､このような雇用制度の封建的な

主従関係を除去するために､明治5年に人身売

買を禁止し､芸娼妓等の年季奉公人を解放し､

その他の奉公も弟子奉公は7年､平常奉公は1

年に限ったが､新律綱領は奉公人が主人の財物

を盗めばふつうの盗みより重く罰し､主人の許

を逃亡することを処罰した｡明治15年施行の旧

刑法で､このような封建的な制度が廃止された｡
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4.年季の期間と人身売買の禁止

幕府はその成立当初から人身永代売買の禁止

や奉公期間 (年季)に関する規制を相次いで発

した｡江戸の初期,慶長14(1609)年には､奉

公人の雇用契約期間 (年季)については1年に

限っての雇用 (-季居雇用)を禁止した｡すな

わち､慶長14(1609)年に抽象的なかたちでは

あったが-季居奉公を禁止した｡それを明確化

したといえるのが､翌15年の雇傭のみについて

規定した 『徳川禁令』における奉公人の定であ

る(7)｡かつ､長期 (長年季)の雇用も許さず､

元和2(1616)年には奉公年季の上限を3年と

した｡

以下は､江戸幕府が出した元和2(1616)午

の高札である(8)｡

一武士の面々､若党の儀は申すに及ばず中間､

小者に至る迄､-季屠一切抱-置くべからざ

る事､

一人売買の事､一円停止たり､若し売買濫るの

輩は売損買損の上､被売者は其の身の心に任

すべし､併びに勾引売に付ては､売主は成敗､

売らるる者は本主へ返すべき事､

-年季の事､三ヶ年を限るべし､但し三年を過

ぐれば双方曲事たるべき事､

この第1条は武家の下級奉公人に-季居の出

替者を抱えることを禁止したものである｡ 武家

の-季居に関する禁制は江戸幕府のもとではこ

れ以前からあり､慶長15年の走に ｢侍はいふに

およばず中間､小者にいたるまで-季者を一切

おくべからず｣としている｡｢人売買の事､一
円停止たり｣とは､人身売買を全て禁止してい

るという意味である｡年季の制限は､百姓 ･町

人等の年季売とか質奉公などの期間の最長限を

定めたものである｡この元和2年の-季居､人

売買､長年季の禁制はその後､同4年2月､同

5年2月とくりかえされているが､年季はいず

ゴ1も3年としている｡
かけおち

元和5(1619)年に､人売買や奉公人の欠落
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に関する元和五年の禁制規定が定められ､高札

として公示された｡これは徳川幕府の人身売買

に関する立法中では最も重要かつ詳細なものの

一つであって､後世ながく基準とされたもので

ある｡ 全文十二ヶ条からなるが､後半は奉公人

の欠落をめぐる処置について定めており､人売

買の問題と関連する初めの七ヶ条はつぎのとお

りである(9)｡

一人をかどはかし､売り候者死罪の事､

一人を買取り､それより先へ売侯ものは､百日
ろうしゃ
の寵含､其の上過銭其の分限に越えて申し懸

けるべし､若し出さざるに於ては死罪の事､

一人売買御制禁の上は､あるひは譜代あるひは

我子たりといふとも､売候あたい程､売人買

入双方より之を出すべし､則ち売られ候者は

取りはなし､其の身の覚悟に任すべき事､

-かどはされ売られ侯ものは､其の本主へ返す

べし､若し主人なきものは､是も其の身存分

次第の事､

一人商売宿の儀久しく仕り侯ものは死罪に行な

はるべし､但し一夜の宿は礼明の上､其の過

に依り曲事たるべき事､

一人の売買口入人の儀､かどはかし売り候時の

口人は死罪たるべし､若し又譜代我子以下の

口人は､共晶をわかち､寵舎又は過銭たるべ

き事､

この法は幕府の直轄地にかぎらず､少なくと

も一部の大名達の藩法としても施行されたよう

である｡ また寛永14(1637)年5月の覚による

と ｢人の売買御法度の札､元和五年極月二十六

日大橋に立て申し候､それより以前の出入これ

あるとも､さばきはこれなく候､其の後の出入

は仰せ出さる御法度のごとくたるべく候｣とあ

り､右の法令を基準として､それ以前の事件に

ついては裁判せず､それ以後の訴訟については

この法に従って裁断するとされた｡人売買の禁

止については､この元和5年の法がながく基準

となったのであるが､-季居の禁と年季につい

ては､改正があった｡



寛永2 (1625)年には､奉公年季の上限を10

年に延長し､これを超えるものは永年季として

処罰の対象となった｡寛永 2年以降10年を越え

る永年季奉公は禁止されることになった｡10年

に延長されたのは､当時の農村の飢鐘などから

の人身売買の横行といった状況があったためで

ある｡

しかし､当時の慣例では､番頭､手代､丁稚

等の奉公期間は､少なくとも10年､長きは20年

にも及び､職人の弟子奉公人の奉公期間は10年

程度が普通であった｡その他の家庭的雑務に従

事する下男､下女等の奉公期間は1年または半

年が一般的であった｡

以下の寛永4 (1627)年正月の定めは､-香

居奉公の禁止とそれに違反したばあいの罰則が

定められている(10)0

′⊥†
疋

(3ヵ条略)

一武士の面々侍の儀は勿論､中間､小者に至ま

で､-季居一切拘置べからず､但し､堪忍次

第には苦からざる事､

-季居拘置主人､其分限随い､過銭出べき

事､

-季居の者､戎寵舎或譜代申付 くべき事､

-季居の請人､或龍舎或過銭なすべき事､

此御定の旨相背族これ有は､訴人に出べし､

急度御ほうび下さるべき事､

-年季の事拾ヶ年を限るべし､十年過は曲事に

なすべき事､

一人売買一切停止たり､若違犯の輩あらば､其

軽重をわかち､或死罪或寵舎過銭なすべき事

附､宿主口入同罪事､

(≡ヵ条略)

右相守べき此旨者也､偽執達件の如し､

寛永四年正月朔月

その後､幕府は､元禄11(1698)年に方針を

転換し､年季制限を撤廃して永年季奉公や譜代

奉公 (生涯の奉公)をも容認した｡その理由と

して幕府は､貧農 ･都市下層民が､子供を前借

金獲得や口減らしを目的に長期奉公へ出す便宜

を図るためとしたが､その背景には譜代奉公人

の確保の困難､出替り奉公人の一般化､永年季

契約の減少など､種々の要因により年季制限の

実効性が薄れてきていたことも考えられる｡

また､承応2 (1653)年に出替 (でがわり)

奉公の制が設けられた｡出替奉公の制により､

-季者に関する禁止もなくなった｡出替奉公と

は1年ないし半年間の奉公期間が終了すると奉

公人の入れ替えがなされるもので､その切換え

の期日は法定されていた｡すなわち､出替奉公

とは､雇用期間1年または半年であって､幕府

の定めた法定の期日に雇用関係に入る奉公をい

う｡出替奉公によったのは､武家奉公および百

姓奉公であり､その他の奉公についての奉公期

間は､元禄11年以降では職務上の慣例によった｡

武家奉公人および下男下女等の召使奉公契約

は､この出替奉公であった｡出替の期日は､変

遷があったが､寛文9 (1669)年に3月5日と

定まり､幕末まで改まることがなかった｡半季

奉公人の出替日限は､初め3月5日､9月5日

であったが､元禄 8(1695)年以後､3月5日､

9月10日に改まった｡商業的奉公契約は長期で

あって､10年から20年のものもあった｡

以下は､年季奉公に関する元禄11(1698)午

令で､年季の制限を撤廃したものである(ll)｡

元禄十一寅年十二月

寛

一 小作田地出入大概及弐拾年には､永代小作

させべし､井質地田畑預金売懸金等廿年に

過侯は 裁ゝ許に及ばず､併証文の品に依る

べき事､

- 永代に召砲候下々男女井永年季奉公､前々

より御制禁なるといえども､延宝三卯年諸

国洪水不作に付免許の上は､卯年召抱候は､

人売買井年季背に成間数事､

- 奉公人の年季､前々より拾年を限候処､向

後は年季の限りこれなし､譜代に召仕候ど

も､相対次第たるべく候間､其旨存べく候､

十二月
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奉公人は主人の家に入籍する｡ 賎民は､奉公

人となれない｡通常は年季を定めて奉公し､幕

府法は元禄11年までは10年を以て奉公の限度と

したが､その後は譜代奉公をも許した｡

奉公人は契約の期間は､契約の趣旨をたがへ

ず､法律と主家の家法とを遵奉し､忠実に主家

のために尽くすべき義務を負った｡主人は給金

を与え､衣食住雑費等を付与するが､年季奉公

では給金を前借することが多い｡しかも封建時

代ということもあって主人と奉公人との間に

は､司法上ならびに刑法上一種の保護と忠誠の

関係があるべきものとされた｡ゆえに奉公人は

原則として主人を訴えることが許されなかっ

た｡また､主人殺しその他主人に対する犯罪は､

親に対する罪よりも重く罰せられた｡以上のよ

うに､江戸時代の奉公は､従者が主君に奉仕す

る義務を意味し､封建的主従関係であったとい

える｡

奉公人には､若党､仲間､小者､草履取のよ

うな武家奉公人があった｡下男下女の家庭奉公

人もあった｡そして商家においては奉公人を番

頭､手代､丁稚と3つの身分に別れていた｡そ

して10年､20年も勤続して奉公するときには､

主家より家屋什器資金などを与えて､別家する

のか慣習であり､奉公人はこれを目あてに給金

は安くても忠実に働くのであった(12)｡

江戸時代の奉公にはそのほかに､鳶口､背負､
ひよう

駕寵昇､足軽､小者等のような日用取とよんだ､

1日もしくは日を単位とした労務に服するもの

があった｡

左官､大工､屋根屋等職人の間では親方ある

いは師匠に就いて､技術を習得する徒弟的奉公

契約が存在した｡職人の賃銀を手間賃と呼んだ｡

労働時間に対する制限を規定した所もあった｡

大阪においては､労働時間制限に対する規定が

あり､1日8時間労働制であった(13)0

5.奉公人の系譜

歴史的に見ると､この奉公人には4つの系統

がある｡ 第1は､織田 ･豊臣時代の奉公人の後
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身で､若党 (わかとう)､小者 (こもの)､仲間

(ちゅうげん)､草履取 (ぞうりとり)等の武家

奉公人と呼ばれたものである｡第2は､下男､

下女のような百姓奉公人等の家庭的または農業

的な労務を供給する者で､江戸時代においては､

最も典型的な村方奉公人である｡その由来を辿

れば､中世の奴碑下人の後身であろうと考えら

れる｡第3は､商人や職人で行なわれた労務契

約であり､江戸時代において大に普及したもの

である｡番頭､手代､丁稚､職人の徒弟(弟子)

等の商工上の雑務及び家庭的労務の供給を主た

る内容とする年季 (年切 :ねんざれ)奉公であ

る｡船頭､鉱夫等を当事者とする奉公もあった｡

第4は､江戸時代初期まで残存した人身売買の

後身とも見るべきもので､江戸時代後期におい

て質物奉公人等と呼ばれたものである(14)0

6.武家奉公人 (御屋敷方奉公人)

当初幕府は武家における-李の出替奉公人を

禁止した｡武士は知行高と軍役に相応した家臣･

奉公人を抱える必要があったが､初期には私兵

の養成や治安悪化を懸念する幕府により､-季

居奉公人 (渡り奉公人)を抱えることが度々禁

止された｡さらに､幕府は､封建的主従関係の

弛緩を警戒したためである｡武士が城下町に居

住して消費生活を営むようになると､かれらの

経済生活にも合理性が要求され､武家の下級奉

公人には譜代にかわって有期の雇用者を生ずる

ことになった(15)｡知行地を持つ武士は支配下

の村落からの徴発も可能であり､幕府も ｢寛永

の地方直し｣､｢元禄の地方直し｣とよばれる知

行の加増 ･蔵米の知行への切替などを実施した

が､幕臣の増加などにより譜代奉公人の確保は

困難となり､年季奉公人に対する需要は増大し

た｡すなわち､太平が続き武士が城下に集任し､

知行所をもたない旗本 ･御家人が増すにつれ､

譜代奉公人の確保は困難となり､年季奉公人の

割合は増えたのである｡ 武家奉公人は､漸次有

期契約になり､1年か半年に限っての雇用によ

る出替 (でかわり)奉公人の割合が多くなって



きたのである｡このような武家奉公人は､年季

と賃金を定めて雇用されており､その少なから

ぬ部分が農村出身の出奉公によって占められて

いた｡出替の武家奉公人でも､帯刀その他の平

民以上の身分を認められて武士の家来と呼ばれ

た｡これらの奉公人は､一時的に身分の転換が

認められ､武士に準じた身分として奉公中は帯

刀が求められたのである(16)｡

また､武家奉公人には､朕奉公ともいわれる

女子の良縁を得るための行儀見習奉行なども

あった｡

中期以降になると､人宿を介した出替奉公人

も公認された｡17世紀末頃には ｢人宿｣(けい

あん ･口入)と称して奉公希望者の請人となる

事を業とし､判賃を取るとともに､雇い主 ･奉

公人双方から口入料を徴収する業者が現れるよ

うになった｡中間 ･若党 ･小者など軽輩の武家

奉公人の多 くはこのような形態で雇用された

が､彼らによる給金取逃 ･欠落 ･がさつ法外な

どは度々問題となり､幕府は改革期を中心に人

宿組合の結成 ･再興などにより統制を試みたも

のの､その効果は薄かった｡彼らも奉公ヰは原

則として抱えの武士と同じ待遇を受け､罪や失

態を犯した場合､主人にはこれを手討にする権

限も与えられていた｡

7.村方奉公人

江戸時代の初期､農村の地主のもとには広汎

に譜代の下人があり､農耕や家事に従事した｡

かれらは譜代という出生による者の他､人身の

永代売による者､人質で流質となった者などか

ら成る｡それとともに年季をかぎっての下男､

下女もあった｡

江戸時代の農村における奉公形態の発展には

かなり地域差がみられるが､概ね譜代奉公から

年季売奉公 (質物奉公)を経て､年季奉公 (長

年季から短年季-)へと進化していった｡つま

り､地域によって差異があるが､譜代下人から
いげししち
居消質奉公人､年季奉公人への発展は､ほぼ全

国的にみられる労働形態の推移である｡

ほんせんがえし

中世から人身の年季売 (本銭 返)が行なわ

れていたが､これは年季を定め対価 (身代釜)

をえて子女や下人を相手方に渡し､年季がくれ

ば本金を返却し人身を請け戻すものである｡ 人

身の年季売は､買主 (質取主)のもとでの労働

が評価されると､年季明時に当初の本金全部を

返却しないで人身を請け戻すことができる｡ 労

働をもって本金の一部を消却するものを本金一

部居酒 (居潰 :いつぶし)という｡買主 (質取

主)のもとでの労働が本金に相当すれば年季明

時に拘束から解放されるだけであるから､こう

なれば給金前払の年季奉公である(17)｡

歴史的に見てみると､江戸時代初期の農村で

は､譜代奉公の下人等を使った地主による経営

とともに､質物奉公 (年季売奉公)という形態

も広く存在した｡質物奉公の当初の形態は､前

借金の利息分を買主 (質取主)のもとでの労働

で充当させ､年季明後に本金返却とともに人身

を請け出すというものであった｡やがて､質物

奉公は前借金自体を労働で消却していく本金居

消質 (いげLLち)奉公へと進化する｡ この居

消質奉公は､労働が本金に相当した時点で給金

前払の年季奉公と同様となり､雇用契約的性格

は一層促進されることになった｡また､奉公期

間も数年以上から-年季奉公-､さらには月割

奉公や日雇へと短縮されていく傾向をみせた｡

幕末の畿内では日分ケ奉公 ･廻り奉公と称し､

月のうち10-20日など一定日数を雇用主のもと

で労働する契約もあった｡

農民のなかには都市へ出て武家奉公人や町方

奉公人となり､生涯の大半を出稼奉公で過ごす

ものもあった｡近世中期以降は家計の補助など

を目的として､子女を都市へ出稼ぎ奉公に出す

ことも多くみられた｡彼らの大半は比較的短期

の年季で武家奉公人や町方奉公人となり､都市

文化･情報の村への伝達という役割も担ったが､

生涯の大半を出稼ぎで過ごす者や､博徒などに

なる者も少なくなかった(18)0
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8.町方奉公人

町方奉公人は､下男下女のように比較的単純

な労働を提供する短年季の奉公と､主に技能習

得を目的とする長期の奉公の2種に大別され

る｡

短年季の奉公人の多くは人宿などを介して雇

用され､給金を受けて労務を提供し､昇進の機

会は原則としてなかった｡長期の奉公人は､恒

常的な熟練奉公人の確保と､雇主に対する忠誠

心の育成を意図した年功序列 ･階梯型の組織に

組み入れられた｡労働をさせながら訓練を施し,

一定期間後の自立あるいは経営参加という形で

その生活を保証するもので,雇主との間には主

従関係が強く意識されるとともに､擬制的な家

族関係という側面も有していた｡

(1)商家の奉公

大きな商家では別家の子弟や主人の同郷者な

どを10-13歳前後で雇い入れ､住み込みの小僧･

丁稚として無給で雑用に使役し､その間に読み

書き算盤を習得させた｡江戸の大店の商家では､

ほとんどが男性奉公人で､女性奉公人はふつう

いなかった｡15-16歳頃で半元服して半人前と

なり､18-20歳頃に元服して手代となり業務全

般を修行する｡手代に昇等するときは必ず本人

の親元親類連印の契約書を入れさせ､請状を改

めるのが通例であった｡手代となれば店務に従

事する｡

大店の商家の奉公には､｢登 り｣と呼ぶ､長

期間勤めた後に休暇で故郷に帰るという慣習が

あった｡故郷に帰る最初の長期休暇を｢初登り｣

と言う｡江戸の大店の白木屋では､初登りは9

年目と定められていた｡年齢で言うと20歳頃と

なる｡次の登 りは､16年後の ｢中登 り｣､その

次は22年目の ｢三登り｣である｡白木屋には､

この4種類の登 りがあった(19)｡このような､

商家奉公人の登りは､商人のキャリアにとって

重要な意味があった｡それは､登りが､昇進の

ステップであったことである｡登りを終えるこ

とによって､店での昇進が約束されていたので
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ある｡例えば､初登りを終えて帰ってくると､

そこで始めて手代となることができた｡このよ

うな登りの制度は､多くの江戸の大店で見られ
かけおち

た｡白木屋では､円満退職､｢欠落｣(店を無断

で逃げ出すこと)､病気､不正､勤務不良によ

る解雇などがなければ､奉公から9年たつとほ

ぼ全ての奉公人は手代となることができた｡そ

の意味では､この登りの制度は､勤務年数によ

る年功序列と見ることができる｡ ただし､その

間に､何らかの利用で店をやめた奉公人の割合

は､かなり高かった｡三井越後屋のケースを見

ると､入店した子供の中で元服して手代になる

比率は､だいたい48-590/o程度であった(20)｡
じ上う ぎ かしらやく

手代 (平手代)は､上座､頭役､年寄役 (組

頭役)､支配人などと言う役付になって昇進し

ていく｡このような番頭の役付に昇進するのは､

奉公人のほんの一握りである｡役職-の昇進は､

年功を基準としながらも､能力主義であったと

いえる｡白木屋の日本橋店では､延宝元(1673)

年のころは､支配人2人､元禄9 (1696)年に

は3人､宝永3 (1706)年には4人となってい

る｡それ以降は､小頭役10人､年寄役5人､支

配人3人あるいは4人が原則であった｡この白

木屋の全体の奉公人は､元文元 (1736)年には

94人､寛保2 (1742)年には126人であった｡

以上のように､高い地位の管理職に昇進する奉

公人は､厳しい競争に勝ち抜いたほんの少数の

奉公人であったといえる(21)｡三井越後屋の

ケースを見ると､入店した子供の中で､上座-

の昇進者の比率は23.6%､役頭-の昇進者の比

率は17.2%､組頭への昇進者の比率は14.7%､

支配人への昇進者の比率は10.0%､であっ

た(22)｡

年寄役や支配人などの番頭を数年勤めると､

別家して主家に仕える者もあれば､元手銀 (過
の れん

職金による資金)､屋号､暖簾印､得意先など

の分与 (暖簾分け)をうけて独立する者もあっ

た｡ この段階まで到達できる奉公人はごく一部

に限られた｡このように､江戸時代の商家では､

永年奉公して番頭クラスになった者に､屋号 ･

のれんを認め別家を立てるという､のれんわけ



をする慣行があった｡別家になると､大店では

講と呼ばれる仲間組織をつくり､集まりを持っ

たり積金をしたりした｡

(2)職人の奉公

職人の徒弟奉公は､12-13歳程度で親方の家

に弟子として住み込み､10年程度の年季が明け

た後､数年の御礼奉公を経て独立することが一

般的であった｡職人の奉公は､親方や師匠から

の技術の習得も大きな目的であった｡職人の奉

公では､御礼奉公､恩返し奉公などと称して奉

公年季満了の後といえども､なお1､2年ない

し5年は奉公関係を継続しなければならない習

慣があった｡

奉公中に親方との関係が破綻した場合､同業
さいく

者からの追放(細工構)が科せられることもあっ

た｡職人奉公は､技能修得の面が強く､親方か

らの営業鑑札の交付 ･仲間の承認を必要とする

とともに､技術の秘匿や無断営業の禁止などが

課され､違反者には家業構 (修得技術を利用し

た営業の禁止)が科されることもあった｡ただ

親方の株数は限定されていたことから､一人前

になっても親方と同居を続けるか､自立して近
おもてだな

隣の表 店に通勤するといった ｢手間取｣職人

が多くを占めた｡

(3)工業の奉公人

江戸時代の代表的な工業である醸造業や鉱山

業においても､その従事者の多 くが奉公人で

あった｡江戸時代の醤油醸造業の雇用労働に関

する研究によると､奉公人は醸造地周辺の農村

出身の年季奉公者が多く､年季を勤めると村に

帰ってくる存在であったこと､労働力編成に関

しては総監督者である杜氏 (とうじ)に強い権

限が認められること､そして杜氏は蔵奉公人の

中から昇進して就任するのではなく､杜氏とし

て技術を身につけた者が外部から雇用されるこ

と等､を指摘している(23)｡醤油醸造業の代表

的企業であるヤマサ醤油の研究によると､安永

3(1774)年から文政7(1824)年までは年雇

人が90-100%を占めており､年季奉公人が主

体であった｡ところが､文政期から日雇の存在

が確認することができるようになり､それに

伴って年雇人の比重は低下している｡元治1

(1864)年では､雇用形態を見ると年雇人が41%

に対して､日雇は35.9%となっている｡創業の

初期では､杜氏は､外部から雇用されたが､そ

の後､杜氏は奉公人が勤続を続ける内に修行を

積み､頭から杜氏-と昇進していく内部昇進が

見られるようになった(24)｡

醸造業や鉱山業のような製造業所では､内部

請負制による雇用がみられた(25)｡すなわち､

酒造業では､作業場 ･原料 ･諸道具を戸主から

提供されて､杜氏が生産の全工程を指揮 ･管理

していた｡蔵人の選定､雇用も杜氏の裁量であ

り､杜氏は自分の出身地から季節労働者を連れ

てくるのが普通であった｡酒造業の場合には､

杜氏は仕事の代金をまとめて受け取り､それを

自分が雇用した者に分配するという意味での内

部請負制ではなかったが､生産においては杜氏

に任された部分が大きく､蔵人の技能修得､労

務管理も杜氏の責任の範囲内にあった｡この意

味で､間接雇用に近いものであった｡

鉱山業では､内部請負制に近い形態が広く行

われていた｡稼行を請け負った山師は親方 ･元

締などと呼ばれた｡ 現場での採掘 ･選鉱 ･運搬
かね こ

などの仕事は､金子､金掘りなどと呼ばれる者

に下請された｡金子､金掘りは､掘場ごとに請

け負って､作業代金をまとめて受け取り､現場

労働者を自らの責任で募集し､作業現場ではそ

の管理を行った｡

9.日用取

日用取 (ひようとり)とは日雇あるいは月雇

をする者をいう｡日用は日雇とも書き､一日を

単位として､自らの労働力を売る人々で､1カ

月､あるいは半年､1年という短期の期間を限っ

て雇用される月雇､年雇なども､広く日用取の

範噂に入る｡日用取には､(∋貧しい百姓が地主

に雇われて地主が所有する耕地で労働するよう

な農業日用､(参百姓の二､三男が､領主の元に
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年季で雇用される武家奉公､③交通 ･林業 ･漁

業などが必要とする運搬や単純労働に雇用され

る日雇い､等のタイプが存在する｡これらの多

くは､零細な農業経営を補完する現金収入を得

るのが目的である｡また(参と(釘の形態では､城

下町や周辺の小都市がその営みの場になること

が多い｡都市域における日用取はより多様な形

態を持つ｡これらは､①武家奉公人の不足を補

う部分､(参発達した交通 ･物流システムを維持

するために不可欠な運輸 ･運搬 ･荷役に関わる

肉体労働者､(夢都市のインフラや治安 ･防災 ･

警備システムを維持 ･管理するために必要とさ

れる単純な諸雑業に携わる労働者､等が主要な

ものとしてあげられる｡①は人宿などとよばれ

る周旋業者の下にプールされ､領主やその家臣

団の下級の奉公人として､足軽 ･中間 ･小者な

どの形態で雇用された｡次に②は､土工である
なかし

鳶 ･背負い､飛脚の人足､浜で働 く仲仕 ･小揚

げ､陸上の運輸を担う車力や軽子などである｡

かれらも(∋と同様に人宿にプールされ､あるい

は日用頭とよばれる人足請負業者に抱えられ､

都市の雑業を担ったのである.また(彰は､鳶が

担う火消し人足､辻番や木戸香などの警備にあ

たる番人などが主たるものである(26)｡

このように､日用取は､近世初頭から都市を

中心に膨大に存在して幕府や大名 ･旗本あるい

は町方の労働需要を満たした｡日用取は通常､

人宿や日用頭を介して雇用されたが､幕府は承

応 2 (1653)年に日用頭に札を交付し､札のな

い日用取を取り締まることとした｡さらに寛文
ひ よう ぎ

5 (1665)年には日傭座を設けて､帳付 ･札の

交付による監督と札銭の徴収とを行わせた｡し

かし､この制度は日用取にとって札銭の納入が

困難なことなどもあり容易に定着せず､寛政9

(1795)年には廃止された｡ここで注目される

のは､人宿や日用頭の様々な共同組織の形成で

ある｡ 江戸では人宿の番組人宿組合､日用頭の

日用座､飛脚の六組飛脚仲間､鳶の町火消組合

などである｡ かれらは商人の一種であるが､日

用という労働者を斡旋する存在として､特に都

市社会では重要な存在となってゆく｡
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日用取は､流動性が高く､寄留先や雇用先を

失えば容易に野非人や無宿に転落する存在でも

あった｡日用取は､短期かつ不安定な職種でも

あったため､飢護や災害の際にはたやすく窮民

化する存在であった｡日用取の労務内容は鳶口･

米春 ･背負 ･駕寵昇 ･足軽 ･小者など町方 ･武

家方を問わず多岐にわたり､時には公儀御用人

足として労務に従うことさえあった｡日用取は､

武家の役負担や商家の労働力として不可欠な存

在であった｡

10.勤奉公人

けいせい めしうりおんな

江戸時代には傾城､ 遊女､ 飯盛女､ 食売 女､
ちゃたておんな そう か よ たか わたつみ さ

茶立 女､洗濯下女､惣嫁､夜鷹､綿摘み､提

げ重など､さまざまの名で呼ばれた公認あるい

は黙認されたさまざまな娼婦が存在した｡江戸

時代を通じて､一般の労働関係は身分的な隷属

関係から債権的な雇用関係へと展開したが､こ

のような勤奉公人の奉公においては､労働関係

の推移の主流からそれて､苛酷な人身拘束がむ

しろ確立していった｡その主たる供給源は貧困

な農村であった｡領主の激しい収奪や餓死にお

いつめられた農民は娘や妻を売 らざるをえな

かったのである｡百姓町人の階層分化は､妻や

娘を売らざるを得ない貧農や都市下層民を生み

だしたのである｡幕府は江戸の吉原､大阪の新

町､京都の島原などの遊廓を､主として治安維
みようがきん

持や風俗統制などを理由に､冥 加金の納入を

条件に公許した｡ また､ 茶屋や旅寵屋などにつ
きゅう じ おんな

いてはあくまで給 仕 女 ･下女などの名目で､

人数制限 (1軒につき2人)を条件にこれを黙

認するとともに､それ以外の売女を隠売女とし

て取 り締まった｡公事方御走書の ｢隠売女御仕

置之事｣では､隠売女稼業の者や隠売女のみな

らず､請人 ･人主､家主 ･五人組 ･名主 ･地主

などにまで広 く連座が適用されている｡

彼女たちも多くは奉公契約の形式で雇われ､

給金は一般の下女奉公などに比して高額では

あったが､例外なく前借 (実質的には身代金)

の形をとったほか､病死 ･頓死の場合の死後特



約文言が付されたり､縁付 (妻 ･妾として)や

転売の自由などを砲主に対して特約するなど､

人身売買的な特質を強く有していた｡すなわち､

彼女たちは､当時においても身売りともいわれ

たように､実質的に人身売買に近いものであっ

た｡

これらの女性たちも奉公人請状による契約の

形式をとったから奉公形態の一種とみることも

できるが､その内容は一般的な年季奉公とは異

なっていた｡請状の多くは､親や兄が ｢年貢未

進｣などの理由で ｢諸親類相談､女子得心之

上｣奉公に出すという形式をとり､また追奪担

保文言､縁付 ･転売 (鞍替)の自由､あるいは

病死､頓死の際にも ｢一言之申分無御座候｣と

する特約文言などが記載されていた｡給金は､

一般の年季奉公人より高額で､例外なく前借で

あり身代金的な性格をもっていた｡また非公認

の私娼の場合には､詮議を免れるため､陰証文

を作成したり､一生不通養子契約の体裁をとる

など､さまざまな脱法行為が行われたが､契約

自体に関する紛争が生じても幕府はこれに関与

せず､当事者間の相対に任せるのが通例であっ

た(節)｡

おわりに

日本人が働くという価値観の中に､歴史的に

長く続いた奉公人意識があるのではないかとい

う問題意識を持って考察してきた｡本稿で考察

してきたように､奉公という言葉は､元来､公

に奉ずる (仕える)ことを意味し､古代では天

皇または朝廷につくすことであった｡律令制下

においては国家への忠勤奉仕､官人の職務への

精励､天皇や朝廷に仕え働くことなどを意味し､

武家の従者が奉公人とよばれるようになった｡

中世武家社会においては､御恩 ･奉公という形

で併記され､主君への臣従を表す封建的主従関

係を表す語として用いられた｡江戸時代におい

ても､雇用 (雇傭)のことを奉公､雇用者を奉

公人と呼んだ｡奉公とは継続的に主人を定めて

勤労をなすことである｡江戸時代において奉公

という語が武家層に限定されず､雇用関係一般

をさすようになっても､そこには主従という身

分関係に基づいて労働を提供し､主人の恩恵に

あずかるという意味が含まれていた｡日本人の

勤労観は､このような江戸時代の奉公人意識が

色濃く反映しているのではないだろうか｡確か

に､明治以降現在まで江戸時代の封建的な制度

は解体されてきたが､日本人の勤労意識の中に

大きく影響を与えているのではないかと思う｡

奉公は､特定の組織に対して､組織構成貞が永

続的､全人的に献身するという､滅私奉公とい

われるように意識である｡特定の組織として､

江戸時代では､武士では藩､商人では商家など

があった｡現代では､その組織対象がたとえば

企業ということになった｡日本人の組織への一

体感､愛社精神とったものの中に､奉公人意識

が引き継がれているのではないかと思う｡

社会の歴史的展開過程において培われてきた

伝統的な生活様式や慣習､その背後にある理念･

価値観といったものは､時代が変わり体制が移

行しても､それがなお依然として存続し､とき

には､その時代 ･体制に適合的に変革する｡ 明

治維新のように政治や経済の制度が変革して

も､江戸から明治-の歴史の連続性を認めざる

をえないのである｡本稿で考察してきた江戸時

代の奉公制度といった雇用制度も､明治以降近

代の雇用制度によりむすぴつき､影響を与えて

いったと考えられよう｡

江戸時代の奉公人制度にみられたイエ (衣)

意識が､明治以降の企業に日本的経営の特徴と

される集団主義に基づく企業家族主義を生み出

したことは容易に想像されよう｡このような日

本的経営の理念 ･意識の形成には､明治期の国

家的 ･社会的承認を背景にし､従業員側のその

受容と経営者による施策によって形成されたと

言えよう｡ この経営家族主義に基づく代表的な

日本的雇用制度として､内部熟練形成､年功制､

終身雇用制､などがあり､また､慈恵的施策と

して社宅制度､廉価販売制度､扶助 ･共済制度､
しきん
賜金制度､教育 ･教養施設､職工慰安会などが

あげられている(28)｡さらに､コーポレー トガ
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バナンスの側面として､大企業の所有と経営の

分離がある｡ こうした､日本的経営といわれる

諸制度について､江戸時代の奉公制度との関連

について考察してみよう｡

第1は､奉公人制度は､内部熟練形成､内部

労働市場という特徴がある｡ 特に､江戸時代の

大店といわれる商家にはその傾向が強い｡奉公

人の採用においては年齢が12-13歳程の同郷者

が中心で､採用管理は本店で一元化された形で

の採用である｡縁故的採用も多かった｡採用後

に､住み込みの小僧 ･丁稚として使役し､その
そろばん

間に読み書き算盤を習得させた｡15-16歳頃で

半元服して半人前となり､18-20歳頃に元服し

て手代となり業務全般を修行する｡ 手代は､上

座､頭役､年寄役 (組頭役)､支配人などと言

う役付になって昇進していく｡ このように､特

に大店の商家の場合､従業員のほとんどがこの

ような内部出身の奉公人であり､奉公人が熟練

を積むことにより昇進していくという内部熟練

形成､内部労働市場という形態である｡

第2は､奉公制度では､昇進において年功的

要素を重視しながら､成果 (能力)主義的要素

をも重視したという特徴がある｡ 大店の商家に

おいて､手代への昇進は年功でほぼ昇進するが､

その後番頭や支配人の役付に昇進するのは､奉

公人のほんの一握りであった｡役職への昇進は､

年功を基準としながらも､能力主義であったと

いえる｡ すなわち､奉公制度は､内部昇進と少

数エリート選抜と言う特徴があった｡明治以降

の近代企業においても､年功的要素を重視しな

がらも､一方では､能力 ･業績主義を重視した

形で昇進していたという雇用制度は､江戸時代

の奉公制度がその原型 ･源流をなすものであっ

たと考えられよう｡

第3は､奉公制度は長期勤続者への各種優遇

など､長期雇用を誘導する制度が織り込まれて

いたことである｡ 長年勤務し､年寄役や支配人

などの番頭を数年勤めると､別家して主家に仕

える者があった｡また､元手銀 (退職金による

資金)､屋号､暖簾印､得意先などの分与 (咲

簾分け)をうけて独立する者もあった｡このよ
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うに､江戸時代の商家では､永年奉公して番頭

クラスになった者に､屋号 ･のれんを認め別家

を立てるという､のれんわけをする慣行があっ

た｡別家になると､大店では講と呼ばれる仲間

組織をつくり､集まりを持ったり積金をしたり

した｡

第4は､奉公制度は､長い間奉公人は住み込

み､同居するという形が一般的であった｡この

ような住み込み制度は､奉公人に家族主義的な

意識を醸成する｡ 長期間にわたる寝食をともに

した密な人間関係が奉公人の家族意識を高め

た｡奉公先-のイエ (秦)意識､組織-の一体

感が生まれた｡この意識は､経営家族主義的経

営の源泉となったといえる｡

第5は､奉公制度による支配人､番頭のよう

な専門経営者･管理者-の経営委任という形で､

所有と経営の分離が､江戸時代にある意味で実

現していたという特徴がある｡ 明治期に家族的

企業として発展していた企業においても､所有

と経営の分離は一般的にはかなり急速に移行し

た背景として､このような江戸の奉公制度が

あったと言えるであろう｡

本稿では､江戸時代の奉公制度が日本的雇用

慣行の源泉としてあるのではないかという問題

意識を持って考察してきた｡この観点から見る

と､今後の研究課題も多い｡江戸時代の奉公制

度が､明治以降の近代的経営-の転換する際に

どのように変貌していったのかという点であ

る｡ これについては､著者は明治以降の雇用制

度とその実態に関して解明する研究を行ないた

いと考えている｡江戸時代の奉公人制度に関し

てもあまり触れられなかった点も多い｡例えば､

奉公人の賃金 ･賞与 ･退職金などの問題､詳細

なケース研究などである｡ また､非正規雇用と

しての日雇人の問題､人身売買の問題なども今

後の研究課題としたい｡江戸時代の経営を研究

する場合､本稿で考察してきた奉公人制度を中

心とする雇用制皮のみならず､多方面の制度か

らのアプローチが今後の課題であろう｡特に､

江戸時代の株仲間の研究が今後の重要な研究課

題となるであろう｡ さらに､奉公人制度の国際



比較､家族制度､経営と制度変革､文化 と経営､

制度と経営､などが著者の今後の研究課題とな

るであろう｡著者は､今後､歴史比較制度分析

の視点から日本的経営に関して体系化 ･理論化

を目指したいと考えている｡
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